
PDF issue: 2024-10-01

<書評と紹介> 役重眞喜子著『自治体行政と
地域コミュニティの関係性の変容と再構築 :
「平成大合併」は地域に何をもたらしたか』

井上, 信宏 / INOUE, Nobuhiro

(出版者 / Publisher)
法政大学大原社会問題研究所

(雑誌名 / Journal or Publication Title)
Journal of Ohara Institute for Social Research / 大原社会問題研究所雑誌

(巻 / Volume)
750

(開始ページ / Start Page)
55

(終了ページ / End Page)
59

(発行年 / Year)
2021-04



書評と紹介

55

書評と紹介

1
　同じ地域に住んでいるだけで “地域コミュニ
ティ” になるわけではない。具体的な地域課題
の解決に向けて住民が取り組みを重ね，成功や
失敗を繰り返すなかで次第に立ち上がってくる
のが “地域コミュニティ” である。
　産業化に伴う都市化の進展とともに，暮らし
のなかで生起する課題は，〈同居親族の無償労
働で賄われる家事サービス〉〈市場で購入する
民間サービス〉〈税金で調達される行政サービ
ス〉という三つのシステムで解決されるように
なってきた。これらシステムの限界に直面した
ケアの領域では，「自助・互助・共助・公助」
という言葉とともに “地域” が注目され，高齢
者や障害者のケアを地域で包括的にコーディ
ネートするしくみづくりに国や自治体を挙げて
取り組んでいる。
　「地域包括ケアシステム」と言われるこのし
くみでは，〈家事〉〈市場〉〈行政〉という三つ
のシステムに，“地域” をプラットフォームとする
もうひとつのシステムを構築することが目されてい
るが，それは簡単ではない。数多くの「好事例」
が紹介され「あなたの地域でも取り組んでみま
しょう」と，補助金と共にさまざまなコーディ

ネーターが配置されるが，多くの現場で「地域
をつくること」から取り組まねばならず，途方
もない作業であることに気づきはじめている。
　地域包括ケアの評価がしたいのではない。私
たちの暮らしを支えてきたシステムが危機に直
面したとき，いつも立ち上がってくる “地域”
とは何か。危機に直面したシステムを補完する
ものとして期待される “地域コミュニティ” と
は何か，ということである。

2
　役重眞喜子さんは大都市部から岩手県の農村
に移り住み，東和町役場と合併後の花巻市役所
に勤務し，平成の大合併の現場を経験してい
る。本書は，その経験を起点としながらも，学
術作法を通じて経験の根源的な部分にまで遡
り，理論的・歴史的に相対化を試みたものである。
　農山村地域の当事者として平成の大合併を体
験した役重さんの実感的な問いをあえて評者が
代弁するとすれば，次のようになるだろうか。
　私たちが日常生活を営む地域社会には，古く
から築かれてきた自治体行政と地域コミュニ
ティの〈関係〉がある。対応すべきは自治体行
政か地域コミュニティか，それが不明瞭な地域
課題に直面するとき，その〈関係〉が問われ
る。課題解決に向けて〈関係〉の調整に双方が
共に汗をかけば，その経験が地域コミュニティ
を豊かにし，地域と自治体行政は良好な関係を
築くことになる。〈農山村地域に醸成されてき
た公共領域〉でのこうした行為の基盤が，平成
の大合併によって大きく変容したのではない
か。そのなかで，これまで築き上げてきた地域
コミュニティの何が変わり，どうなろうとして
いるのか。何をどうすれば “未来のよりよい地
域コミュニティ” が築けるのか。
　平成の大合併で “吸収” された農山村地域は，
合併自治体の周縁に再配置されがちである。い
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まここで，地域コミュニティが直面している危
機を可視化しておかねばならない。農山村地域
にとって「平成の大合併は失敗だった」では済
まされないのである。
　本書では，岩手県花巻市が事例として取り上
げられる。2006 年 1 月に，当時の花巻市・大
迫町・石鳥谷町・東和町の 1市 3町が合併して
誕生した人口約 99,000 人弱の規模である。合
併を契機に，市内に 27 ヶ所のコミュニティ地
区が設置され，自治体内分権による地域づくり
を推進している。

3
　本書を読み解くキーワードは「境界領域マネ
ジメント」である（第 1章）。
　「境界領域」とは，「地域コミュニティと自治
体行政の役割分担が課題となる政策領域や具体
的な場面」のことである。農山村地域や地方都
市では，河川敷の清掃や管理，バスの停留所の
雪かきなど，境界領域に属する地域課題は枚挙
にいとまがない。以前は大都市部にもこうした
課題に直面する公共空間があったのだが，都市
化の進展と共にその多くが行政サービスに包摂
されていった。
　「境界領域マネジメント」とは，「境界領域に
おける両者の役割分担のあり方を，最適に調
整・形成するための対話のしくみやプロセスの
体系」のことである。河川敷の清掃や管理をど
うするか―こうした境界領域が立ち上がる地
域では，組織の階層構造をもつ行政とテーマや
地理空間の重層構造をもつ地域が共に，両者の
いずれの主体が，どこでどのような対話ルート
を用意し，どうやって役割分担するのかを話し
合いながら課題解決に向けた合議を重ねる。こ
うした一連のプロセスの総体が境界領域マネジ
メントである。
　第 2章では，合併後の 2010 〜 12 年度に年 2

回，市内 27 地区，のべ 162 会場で開催された
市政懇談会における住民の全発言 2,720 件とこ
れに対する市側の応答記録を分析し，地域コ
ミュニティと行政の役割分担をめぐる認識のズ
レが見られる案件を 419 件抽出している。それ
らが，従来地域で担ってきた役割を行政に移行
させたいとする意図に基づく〈地域→行政型〉，
従来は行政で担ってきた役割を地域に移行させ
たいという行政側の施策や方針に対する疑問や
反発に基づく〈行政→地域型〉に分類できるこ
とが示されることで「境界領域」が可視化され
る。
　それに加えて，役割分担をめぐる認識のズレ
の出現率が最も高い東和地区の全行政区長 25
名にインタビューを実施し，境界領域での行政
とのやり取りをどのように解釈・評価している
のかを明らかにすることで，合併後の自治体行
政との関係が大きく変わったこと，双方向のコ
ミュニケーションが希薄になったことに対する
不満や不安があることを導き出す。これによっ
て，①地域コミュニティが境界領域における
〈行政→地域型〉をかなり負担に感じているこ
と，②その負担感の背景には，境界線の移動そ
のものによる地域の役割分担の増加というよ
り，それに至るまでのプロセスにおける情報共
有や調整等の不足から生じている可能性が高い
ことが示される。ここに役割分担の調整にかか
るプロセスの重要性が明らかにされ，「境界領
域マネジメント」に着目する意味が見出される
のである。

4
　「境界領域マネジメント」には “固有の地域
性” がある。
　第 3章では，合併前の 4市町の行政文書や会
議資料，議事録などの資料，ならびに旧市町職
員と地域関係者にインタビューを行ない，合併
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前の 4市町の境界領域マネジメントの姿を描き
出すことで，境界領域マネジメントには地域ご
とに違いがあることが示される。
　また，4町村の境界領域マネジメントの比較
を通じて，その違いが「自治組織と行政区の結
びつき方（接続の態様）」と「地域コミュニ
ティと行政の接続ルート（接続のレベル）」に
整理できることが示される。「接続の態様」は，
自治組織と行政区が融合しているか，分離して
いるかで分けられる（融合型／分離型）。「接続
のレベル」は，地域コミュニティと行政のやり
取りでの広域ルートの実質的な使い方で分けら
れる（広域指向／集落指向）。これによって，
各地域の境界領域マネジメントの特徴が，「接
続の態様」と「接続のレベル」の組み合わせの
違いとして 4類型に整理され，4市町がマッピ
ングされるのである。
　第 4章では，合併後の花巻市内の全自治会長
ら 287 名へのアンケート調査によって，境界領
域マネジメントの特徴が，人々の意識や行動に
表出される地域性と強く関係していることが示
される。
　まず，アンケート調査による「地域への愛着
意識」の検証を経て，愛着の度合いは「接続の
レベル」と関係していることが明らかになる。
すなわち，昭和の合併前の町村域およびコミュ
ニティ地区といった「広域エリア」への愛着の
相対的強さが，接続レベルが「広域指向」だと
強く，「集落指向」だと弱いのである。
　次に，「行政との協働意識」と「行政への相
談行動」の検証の結果，一部の例外はあるが，
行政との結合感覚が「接続の態様」と関係して
いることが明らかになる。すなわち，境界領域
マネジメントにおける接続の態様が，「融合型」
であると行政との結合感覚が大きくなり，行政
との協働意識が強く，行政への相談行動も多
い。「分離型」であると逆の傾向になる。

　第 5章では，旧 3町ごとに明治行政村の発足
経緯や昭和の合併をめぐる状況を整理し，近世
から明治初期まで続いた「藩政村」の内部統制
力，すなわち自治力や共同性がどのように継承
／分断されたのかを示すことで，その後の境界
領域マネジメントの地域性の違いが生じたこと
が示される。
　この問題意識の背景には，歴史学が積み上げ
てきた村落二重構造論の研究がある。これは，
明治時代になって導入された〈近代的公法人と
しての行政村〉とその下に位置づけられた〈地
縁的組織としてのムラ〉の二重構造が，その後
どのような経路で変わっていったのかを跡付け
るものである。本書では旧町村の系譜をたどる
なかで，その過程において国家と個人に還元で
きない「中間媒介領域」，本書でいうところの
〈農山村地域に醸成されてきた公共領域〉とそ
れを自治管理する主体としての “地域コミュニ
ティ” が形成される経路が示される。
　ここでは結論だけ記しておこう。「接続の態
様」においては，明治の合併の際に，新たに創
設された行政区が藩政村単位を引き継いだ場
合，行政区そのものが自治組織的な共同性を併
せ持つ「融合型」となる。逆に，集落単位に分
解された場合，藩政村の共同体的性格が引き継
がれず行政の下部機構的な性格を持つ「分離
型」となる。
　「接続のレベル」においては，昭和の合併の
際に，どのような状況下で一体化したのかがそ
の後の境界領域マネジメントの志向を形作るこ
とになった。合併時に非常に困難を伴った町で
は，合併前の旧町村の枠組みを外すことに慎重
となり，マネジメントが広域志向となり，合併
が比較的円滑で一体化を推進することになった
町では集落志向のマネジメントが選択されたの
である。
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5
　平成の合併後の花巻市には，新市長の政治主
導により自治体内分権システムが導入されるこ
とになり，2007 年度から小学校区を基本とす
る 26（のちに 27）地区に，住民の自主的なま
ちづくり団体として「コミュニティ会議」が組
織され，総額 2億円にのぼる地域づくり交付金
が配分されることになった。この間，地区公民
館が廃止され，地区振興センターが職員 2名と
共に全ての地区に配置されたが，その後，同セ
ンターの職員は削減や非常勤職員へ置換され，
2016 年には指定管理者が雇用する職員だけと
なっている。
　これによって，旧 4町村の境界領域マネジメ
ントは大きな見直しを余儀なくされる。なによ
りも，新しい広域の住民組織として「コミュニ
ティ会議」が立ち上がったことで，従来の自治
組織の位置づけや行政との関わりの整理の問題
が発生した。また，多額の地域づくり交付金の
配分が地域に任されたことから，行政が担って
いたマネジメントを地域が担うことになり，コ
ミュニティ会議と行政の間で役割分担が課題化
することになった。
　第 6章では，行政文書の調査や関係者へのイ
ンタビューをもとに，前章まで明らかになった
境界領域マネジメントの変容が示される。すな
わち，「接続レベル」では，より「広域指向」
に近づくことになり，行政（本庁）と集落との
接続は「ほとんど顧みられない」状態となっ
た。「接続の態様」では，地域の実態には大き
な変化は生じていないが，「行政としての考え
方や位置づけは『分離型』へ近づいている」と
判断している。
　かつて「広域志向・分離型」付近にマッピン
グされていた旧花巻地域・石鳥谷地域・大迫地
域は，合併後の変化によってより「広域志向・
分離型」を強めることになった。他方，「集落

志向・融合型」の東和地域は，境界領域マネジ
メントのタイプを大きく転換せざるを得ず，新
しいマネジメントへの適合が難しいことが示さ
れる。また，自治関係者へのアンケートやイン
タビューの整理を通じて，合併後の地域コミュ
ニティと行政との役割分担は「全体に共通する
傾向として「行政の下請感の強まり」，「地域内
の合意形成の難しさ」，そして「役員の多忙感・
負担感の強さ」の 3点が挙げられるのではない
か」と記している。
　それでは，合併を経た自治体にみられる境界
領域マネジメントの再構築のためには何に注目
する必要があるのか。第 7章では，①地域性の
相互理解，②参加の視点，③合意形成エリアの
再検討，④財源交付の設計の 4点が示される。
　①は「地域性とはこんなにも多様で，歴史的
な奥行きをもつものなのだと知ること」であ
る。本書が明らかにした，大切な到達点の一つ
である。そのためには，地域自治に関わる職員
が，地域を知り，地域と繫がる環境を作ること
が必要である。
　②を考えるためには，住民自治を「住民の主
体的活動（協働）」として理解するだけではな
く，「住民の地方政府に対する監視・提案機能
（参加）」に目を向ける必要がある。境界領域
は，地域コミュニティと行政の双方が主体とし
て立ち上がってくる場である。そこでのマネジ
メント自体が，自治体の政策形成過程への参加
となり，行政の民主的ガバナンスを支える機能
となる。
　③の背景には，住民の “わがまち” イメージ
と行政の “地区” とのズレが生み出す合意形成
の困難がある。行政の “地区” 合意が，住民の
意思とはかけ離れている場面に，多くの当事者
が直面している。このズレに “地域コミュニ
ティ” を考える糸口がある。
　④は「民間組織である住民組織が議会の議決
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を経ずに多額の公金の使途を決めることに関す
る，民主的正統性の問題」に関わる。そのため
に，財源交付の制度設計には，十分な考慮が必
要となる。

6
　最後のページまでたどり着き，「大切なこと
は…合意形成に対する住民の信頼を一つ一つ，
積み重ねていくことである。時間のかかる作業
であるが，それがWe  feeling に向かう遠回り
でも確かな道のりであり，長いスパンで共有の
物語を創り出していく唯一の道である…」と読
み終え，右ページの文献目録に『石鳥谷町合併
50 周年・閉村記念誌 ありがとう石鳥谷，わが
故郷。』を見つける。急いで先のページを確か
め，大迫町と東和町のそれにたどり着き，あら
ためて第 5章に立ち返り 3町の合併の歴史を眺
め，そこに横たわる「共有の物語」を想う。
「同じ地域に住んでいるだけで “地域コミュニ
ティ” になるわけではない」。
　役重眞喜子さんの『自治体行政と地域コミュ
ニティの関係性の変容と再構築』は，明治以降
の近代化のなかで，自治体行政という「無意味
な境界線」を幾度も引き直されてきた農山村地
域が，そのたびに，そこで立ち上がってくる地
域の困りごと（境界領域）を前に，共同（地域
コミュニティ）と統治（自治体行政）の間で，
丁々発止を繰り返しつつ解決にたどり着くしく

み（境界領域マネジメント）を作り直しなが
ら，それぞれの地域に〈農山村地域に醸成され
てきた公共領域〉を構築してきたこと，その公
共空間を構築する営みが “今も確かにここにあ
ること” を私たちに教えてくれる書物である。
　私たちは，ともすれば暮らしの困りごとを事
前に予防し，発見されてもすぐに解決すること
を期待しがちである。この背景には，グローバ
ル化の進展のなかで，彼我の線引きを明確化す
ると共に，コンフリクトにかかる調整をコスト
と捉え，自らが引き受ける調整コストを最小限
に，可能ならばゼロにする裁定システムを希求
するマインドがある。もちろん困りごとのなか
には，今すぐ対応が求められる課題も少なくな
い。しかし同時に，コストとみなされがちな
「調整のプロセス」のなかに，自治をめぐる政
治空間，“地域コミュニティ” を作り上げるし
かけがあることを私たちは思い出す必要があ
る。閉村を迎えた石鳥谷町・大迫町・東和町
が，役重さんの手を借りて私たちに伝えようと
している大事な教えである。
（役重眞喜子著『自治体行政と地域コミュニ
ティの関係性の変容と再構築―「平成大合
併」は地域に何をもたらしたか』東信堂，2019
年 2 月，ⅺ＋ 320 頁，定価 4,200 円＋税）
（いのうえ・のぶひろ　信州大学学術研究院（社会

科学系）教授）


